
  

道路交通法 
発令    ：昭和35年6月25日法律第105号 
最終改正：令和6年6月21日号外法律第59号 
改正内容：改正内容：令和6年6月21日号外法律第59号[令和6年6月21日] 
 

（特定免許情報の記録等） 
第九十五条の二第三項  第一項の規定による申請を受けた公安委員会は、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、前項に規定する特定免許情報（以下「特定免許情報」という。）
をその者の個人番号カードの区分部分に電磁的方法により記録するものとする。 

 一 免許の効力が停止されているとき。 

 二 当該個人番号カードが行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律第十七条第六項の規定により効力を失つていること、当該個人番号カードの区
分部分における他の事項が記録されていない領域が特定免許情報を記録するために十分
でないことその他の公安委員会が個人番号カードの区分部分に特定免許情報を記録する
ことができない事情として内閣府令で定めるものがあるとき。 

 
第九十五条の二 免許（仮免許を除く。以下この条において同じ。）を現に受けている者のう

ち、当該免許について免許証のみを有するもの並びに免許証及び第四項に規定する免許情報
記録個人番号カードのいずれをも有しないものは、いつでも、その者の住所地を管轄する公
安委員会に、その者の個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人番号カ
ードをいう。以下同じ。）の区分部分（同法第十八条に規定するカード記録事項が記録され
た部分と区分された部分をいう。以下同じ。）に当該免許に係る特定免許情報を記録するこ
とを申請することができる。 

５ 第一項の規定による申請は、同項の規定にかかわらず、免許を現に受けていない者が第九
十二条第一項の規定による免許証の交付を受けようとする際においてもすることができる。 



  

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 
改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日]道路交通法 

 
（特定免許情報の記録の申請） 

第二十一条の二 法第九十五条の二第一項に規定する特定免許情報の記録の申請は、別記様式 
第十七の二の特定免許情報記録申請書を提出して行うものとする。 

２ 前項の申請をしようとする者は、次の各号に掲げる書類を提示しなければならない。 

 一 個人番号カード 

 二 免許証を有する者にあつては、その者が現に受けている免許に係る免許証 

３ 第一項の申請書には、都道府県公安委員会規則で定める場合を除き、申請用写真を添付し 
なければならない。 

４ 第一項の申請に基づき法第九十五条の二第三項の規定による特定免許情報の記録を受け
る際に同条第四項の規定により免許証を返納しようとするときは、第二十一条の五前段の規
定にかかわらず、第一項の申請書に免許証を返納する旨を記載するものとする。 

５ 前項の記録を受ける際に法第九十五条の二第十一項の規定による免許証の交付を受けよ
うとするときは、当該交付の申請は、第二十一条の九第一項の規定にかかわらず、第一項の
申請書に当該交付を受ける旨を記載して行うものとする。 

 

（特定免許情報の記録） 

第二十一条の四 法第九十五条の二第三項の規定による記録は、同条第二項第一号から第四号 
まで及び前条に掲げる事項を個人番号カードに組み込まれた半導体集積回路に記録して行
うものとする。 

２ 法第九十五条の二第三項第二号の内閣府令で定める事情は、同条第一項の規定による申請 
を行つた者の個人番号カードについての次に掲げる事情とする。 

 一 個人番号カードが番号利用法及びこれに基づく命令の規定により効力を失つているこ   
と。 

 二 個人番号カードの区分部分（番号利用法第十八条に規定するカード記録事項が記録され  
た部分と区分された部分をいう。以下同じ。）における他の事項が記録されていない領域  
が特定免許情報を記録するために十分でないこと。 

 三 個人番号カードに組み込まれた半導体集積回路に異常があること。 

 四 前三号に掲げるもののほか、個人番号カードの区分部分に特定免許情報を記録すること  
ができないと公安委員会が認める事情があること。 

 

 



  

（免許証の交付を受けようとする際に行う特定免許情報の記録の申請） 

第二十一条の六 免許を現に受けていない者が、法第九十五条の二第五項の規定により法第九 
十二条第一項の規定による免許証の交付を受ける際に法第九十五条の二第三項の規定によ
る特定免許情報の記録を受けようとするときは、当該記録の申請は、第二十一条の二第一項
の規定にかかわらず、免許申請書に当該申請を行う旨を記載して行うものとする。この場合
において、当該申請を行おうとする者は、第十七条第二項第九号の規定にかかわらず、個人
番号カードを提示しなければならない。 

２ 前項の申請に併せて法第九十五条の二第六項の申出をしようとするときは、前項の申請書 
に免許証の交付を希望しない旨を記載して行うものとする。 

 

（現に受けている免許の種類と異なる種類の免許に係る免許証の交付等） 

第二十一条の十 免許（仮免許を除く。以下この項及び第三項において同じ。）を現に受けて 
いる者のうち当該免許について免許証のみを有する者が、法第九十二条第二項の規定により 
異なる種類の免許に係る免許証の交付を受ける際に法第九十五条の二第三項の規定による
特 定免許情報の記録を受けようとするときは、当該記録の申請は、第二十一条の二第一項
の規 定にかかわらず、免許申請書に当該記録を受ける旨を記載して行うものとする。 

２ 前項の申請に併せて法第九十五条の二第六項の申出をしようとするときは、前項の申請書 
に免許証の交付を希望しない旨を記載して行うものとする。 

３  免許を現に受けている者のうち当該免許について免許情報記録個人番号カードのみを有
する者が、法第九十五条の三の規定により読み替えて適用する法第九十二条第二項の規定に
よる免許情報記録の書換えを受ける際に法第九十五条の二第十一項の規定による免許証の
交付を受けようとするときは、当該交付の申請は、前条第一項の規定にかかわらず、免許申
請書に当該交付を受ける旨を記載して行うものとする。 

４  前項の交付を受ける際に法第九十五条の二第十項の規定により免許情報記録の抹消を受
けようとするときは、第二十一条の八の規定にかかわらず、前項の申請書に免許情報記録の
抹消を受ける旨を記載するものとする。 

５  免許証及び免許情報記録個人番号カードを有する者が、法第九十五条の三の規定により読  
み替えて適用する法第九十二条第二項の規定による免許情報記録の書換えを受ける際に法
第九十五条の二第四項の規定により免許証を返納しようとするときは、第二十一条の五前段
の規定にかかわらず、免許申請書に免許証を返納する旨を記載するものとする。 

６  免許証及び免許情報記録個人番号カードを有する者が、法第九十二条第二項の規定により  
異なる種類の免許に係る免許証の交付を受ける際に法第九十五条の二第十項の規定により
免許情報記録の抹消を受けようとするときは、第二十一条の八の規定にかかわらず、免許申
請書に免許情報記録の抹消を受ける旨を記載するものとする。 

 

 



  

（更新された免許証の交付等） 

第二十九条の二の三の二  免許を現に受けている者のうち当該免許について免許証のみを有
する者が、法第百一条の四の二第一項の規定により更新された免許証の交付を受ける際に法
第九十五条の二第三項の規定による特定免許情報の記録を受けようとするときは、当該記録
の申請は、第二十一条の二第一項の規定にかかわらず、更新申請書に当該記録を受ける旨を
記載して行うものとする。 

 

（他の種類の免許に係る免許証の交付に伴う特定免許情報の記録） 

第三十一条の四の二  免許を現に受けている者のうち当該免許について免許証のみを有する       
者が、法第百六条の三第二項の規定により免許証の交付（法第百四条の四第二項の規定によ
り免許を取り消された者が受けている他の種類の免許（同条第三項の規定により与えられる
免許を含む。第三項並びに次条第一項及び第三項において同じ。）に係る免許証の交付を除
く。）を受ける際に法第九十五条の二第三項の規定による特定免許情報の記録を受けようと
するときは、当該記録の申請については、第二十一条の二第三項の規定は適用しない。 

２  前項の記録を受ける際に法第九十五条の二第四項の規定により免許証を返納しようとす
るときは、第二十一条の五前段の規定にかかわらず、第二十一条の二第一項の申請書に免許
証を返納する旨を記載するものとする。 

３  免許を現に受けている者のうち当該免許について免許証のみを有する者が、法第百六条の  
三第二項の規定により免許証の交付（法第百四条の四第二項の規定により免許を取り消され  
た者が受けている他の種類の免許に係る免許証の交付に限る。）を受ける際に法第九十五条   
の二第三項の規定による特定免許情報の記録を受けようとするときは、当該記録の申請は、  
第二十一条の二第一項の規定にかかわらず、第三十条の七第一項の申請書に当該記録を受け  
る旨を記載して行うものとする。 

４  前項の記録を受ける際に法第九十五条の二第四項の規定により免許証を返納しようとす
るときは、第二十一条の五前段の規定にかかわらず、前項の申請書に免許証を返納する旨を
記載するものとする。 

５  第三項の申請に併せて法第百六条の三第三項において準用する法第九十五条の二第六項
の申出をしようとするときは、第三項の申請書に免許証の交付を希望しない旨を記載して行
うものとする。 

 



  

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 

改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日]道路交通法 
 

（特定免許情報の記録等） 

第九十五条の二第十一項 免許を現に受けている者のうち当該免許について免許情報記録個
人番号カードのみを有するものは、いつでも、その者の住所地を管轄する公安委員会に当該
免許に係る免許証の交付を申請することができる。 

 

（免許情報記録個人番号カードのみを有する者に係る免許証の交付の申請） 

第二十一条の九 法第九十五条の二第十一項に規定する免許証の交付の申請は、別記様式第十 
七の五の運転免許証交付申請書を提出して行うものとする。 

２ 前項の申請をしようとする者は、現に受けている免許に係る特定免許情報が記録された免 
許情報記録個人番号カードを提示して、当該特定免許情報を確認するために必要な措置を受 
けなければならない。 

３  第一項の申請書には、都道府県公安委員会規則で定める場合を除き、申請用写真を添付し  
なければならない。 

４ 法第九十五条の二第十一項の規定による免許証の交付を受ける際に同条第十項の規定に
より免許情報記録の抹消を受けようとするときは、前条の規定にかかわらず、第一項の申請
書に免許情報記録の抹消を受ける旨を記載するものとする。 

 

（現に受けている免許の種類と異なる種類の免許に係る免許証の交付等） 

第二十一条の十 免許（仮免許を除く。以下この項及び第三項において同じ。）を現に受けて   
いる者のうち当該免許について免許証のみを有する者が、法第九十二条第二項の規定により  
異なる種類の免許に係る免許証の交付を受ける際に法第九十五条の二第三項の規定による
特定免許情報の記録を受けようとするときは、当該記録の申請は、第二十一条の二第一項の
規定にかかわらず、免許申請書に当該記録を受ける旨を記載して行うものとする。 

２  前項の申請に併せて法第九十五条の二第六項の申出をしようとするときは、前項の申請書 
に免許証の交付を希望しない旨を記載して行うものとする。 

３ 免許を現に受けている者のうち当該免許について免許情報記録個人番号カードのみを有
する者が、法第九十五条の三の規定により読み替えて適用する法第九十二条第二項の規定に
よる免許情報記録の書換えを受ける際に法第九十五条の二第十一項の規定による免許証の
交付を受けようとするときは、当該交付の申請は、前条第一項の規定にかかわらず、免許申
請書に当該交付を受ける旨を記載して行うものとする。 

４  前項の交付を受ける際に法第九十五条の二第十項の規定により免許情報記録の抹消を受



  

けようとするときは、第二十一条の八の規定にかかわらず、前項の申請書に免許情報記録の
抹消を受ける旨を記載するものとする。 

５  免許証及び免許情報記録個人番号カードを有する者が、法第九十五条の三の規定により読  
み替えて適用する法第九十二条第二項の規定による免許情報記録の書換えを受ける際に法
第九十五条の二第四項の規定により免許証を返納しようとするときは、第二十一条の五前段
の規定にかかわらず、免許申請書に免許証を返納する旨を記載するものとする。 

６  免許証及び免許情報記録個人番号カードを有する者が、法第九十二条第二項の規定により  
異なる種類の免許に係る免許証の交付を受ける際に法第九十五条の二第十項の規定により
免許情報記録の抹消を受けようとするときは、第二十一条の八の規定にかかわらず、免許申
請書に免許情報記録の抹消を受ける旨を記載するものとする。 

 

（更新された免許証の交付等） 

第二十九条の二の三の二  免許を現に受けている者のうち当該免許について免許証のみを有
する者が、法第百一条の四の二第一項の規定により更新された免許証の交付を受ける際に法
第九十五条の二第三項の規定による特定免許情報の記録を受けようとするときは、当該記録
の申請は、第二十一条の二第一項の規定にかかわらず、更新申請書に当該記録を受ける旨を
記載して行うものとする。 

 

（他の種類の免許に係る免許情報記録の書換えに伴う免許証の交付） 

第三十一条の四の三  免許（仮免許を除く。第三項において同じ。）を現に受けている者のう  
ち当該免許について免許情報記録個人番号カードのみを有する者が、法第百六条の四第二項 
の規定による免許情報記録の書換え（法第百四条の四第二項の規定により免許を取り消され 
た者が受けている他の種類の免許に係る免許情報記録の書換えを除く。）を受ける際に法第 
九十五条の二第十一項の規定による免許証の交付を受けようとするときは、当該交付の申請 
については、第二十一条の九第三項の規定は適用しない。 

２ 前項の交付を受ける際に法第九十五条の二第十項の規定により免許情報記録の抹消を受
けようとするときは、第二十一条の八の規定にかかわらず、第二十一条の九第一項の申請書
に免許情報記録の抹消を受ける旨を記載するものとする。 

３ 免許を現に受けている者のうち当該免許について免許情報記録個人番号カードのみを有
する者が、法第百六条の四第二項の規定による免許情報記録の書換え（法第百四条の四第二
項の規定により免許を取り消された者が受けている他の種類の免許に係る免許情報記録の
書換えに限る。）を受ける際に法第九十五条の二第十一項の規定による免許証の交付を受け
ようとするときは、当該交付の申請は、第二十一条の九第一項の規定にかかわらず、第三十
条の七第一項の申請書に当該交付を受ける旨を記載して行うものとする。 

４  前項の交付を受ける際に法第九十五条の二第十項の規定により免許情報記録の抹消を受
けようとするときは、第二十一条の八の規定にかかわらず、前項の申請書に免許情報記録の



  

抹消を受ける旨を記載するものとする。 



  

道路交通法 
発令    ：昭和35年6月25日法律第105号 
最終改正：令和6年6月21日号外法律第59号 
改正内容：令和6年6月21日号外法律第59号[令和6年6月21日] 
 

（免許証の有効期間） 
第九十五条の六 第一種免許及び第二種免許に係る免許証（第百七条第二項の規定により交付

された免許証を除く。以下この項において同じ。）の有効期間は、次の表の上欄に掲げる区
分ごとに、それぞれ同表の中欄に掲げる年齢に応じ、同表の下欄に定める日が経過するまで
の期間とする。 

免許証の交付又は更新を
受けた者の区分 

更新日等にお
ける年齢 

有効期間の末日 

優良運転者及び一般運転
者 

七十歳未満 満了日等の後のその者の五回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

七十歳 満了日等の後のその者の四回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

七十一歳以上 満了日等の後のその者の三回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

違反運転者等   満了日等の後のその者の三回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

備考 
一 この表に掲げる用語の意義は、次に定めるとおりとする。 

１ 更新日等 第百一条第六項の規定により更新された免許証にあ
つては当該更新された日、第百一条の二第四項の規定により更新さ
れた免許証にあつては同条第三項の規定による適性検査を受けた
日、海外旅行、災害その他の政令で定めるやむを得ない理由のため
第百一条第一項の免許証の有効期間の更新を受けることができな
かつた者（その免許がその結果第百五条第一項の規定により効力を
失つた日から起算して六月（当該やむを得ない理由のためその期間



  

内に次の免許を受けることができなかつた者にあつては、当該効力
を失つた日から起算して三年を経過しない場合に限り、当該事情が
やんだ日から起算して一月）を経過しない者に限る。）に対して前
条第一項の規定により交付された免許証及び第百三条第一項又は
第四項の規定による免許の取消し（同条第一項第一号から第二号ま
でのいずれかに係るものに限る。）を受けた者（当該取消しを受け
た日から起算して三年を経過しない者に限り、同日前の直近におい
てした第八十九条第一項、第百一条第一項若しくは第百一条の二第
一項の規定による質問票の提出又は第百一条の五の規定による報
告について第百十七条の四第三号の違反行為をした者を除く。）に
対して前条第一項の規定により交付された免許証にあつてはこれ
らの交付された免許証に係る適性試験を受けた日の直前のその者
の誕生日（当該適性試験を受けた日がその者の誕生日である場合に
あつては、当該適性試験を受けた日）の前日、その他の免許証にあ
つては当該免許証に係る適性試験を受けた日 

２ 優良運転者 更新日等（海外旅行、災害その他の政令で定めるや
むを得ない理由のため第百一条第一項の免許証の有効期間の更新
を受けることができなかつた者（その免許がその結果第百五条第一
項の規定により効力を失つた日から起算して六月（当該やむを得な
い理由のためその期間内に次の免許を受けることができなかつた
者にあつては、当該効力を失つた日から起算して三年を経過しない
場合に限り、当該事情がやんだ日から起算して一月）を経過しない
者に限る。）に対して前条第一項の規定により交付された免許証に
あつては当該効力を失つた免許に係る免許証の有効期間の末日、第
百三条第一項又は第四項の規定による免許の取消し（同条第一項第
一号から第二号までのいずれかに係るものに限る。）を受けた者（当
該取消しを受けた日から起算して三年を経過しない者に限り、同日
前の直近においてした第八十九条第一項、第百一条第一項若しくは
第百一条の二第一項の規定による質問票の提出又は第百一条の五
の規定による報告について第百十七条の四第三号の違反行為をし
た者を除く。）に対して前条第一項の規定により交付された免許証
にあつては当該取消しを受けた日。４において同じ。）までに継続
して免許（仮免許を除く。４において同じ。）を受けている期間が
五年以上である者であつて、自動車等の運転に関するこの法律及び
この法律に基づく命令の規定並びにこの法律の規定に基づく処分



  

並びに重大違反唆し等及び道路外致死傷に係る法律の規定の遵守
の状況が優良な者として政令で定める基準に適合するもの 

３ 一般運転者 優良運転者又は違反運転者等以外の者 
４ 違反運転者等 更新日等までに継続して免許を受けている期間

が五年以上である者であつて自動車等の運転に関するこの法律及
びこの法律に基づく命令の規定並びにこの法律の規定に基づく処
分並びに重大違反唆し等及び道路外致死傷に係る法律の規定の遵
守の状況が不良な者として政令で定める基準に該当するもの又は
当該期間が五年未満である者 

５ 満了日等 第百一条第六項の規定により更新された免許証にあ
つては更新前の免許証の有効期間が満了した日、第百一条の二第四
項の規定により更新された免許証にあつては同条第三項の規定に
よる適性検査を受けた日、その他の免許証にあつては当該免許証に
係る適性試験を受けた日 

二 更新日等がその者の誕生日である場合におけるこの表の適用につ
いては、この表中「更新日等」とあるのは、「更新日等の前日」とす
る。 

三 更新日等が有効期間の末日の直前のその者の誕生日の翌日から当
該有効期間の末日までの間である場合におけるこの表の適用につい
ては、この表中「更新日等」とあるのは、「更新日等の直前のその者
の誕生日の前日」とする。 

四 海外旅行、災害その他の政令で定めるやむを得ない理由のため第百
一条第一項の免許証の有効期間の更新を受けることができなかつた
者（その免許がその結果第百五条第一項の規定により効力を失つた日
から起算して六月（当該やむを得ない理由のためその期間内に次の免
許を受けることができなかつた者にあつては、当該効力を失つた日か
ら起算して三年を経過しない場合に限り、当該事情がやんだ日から起
算して一月）を経過する前に次の免許を受けた者に限る。）に対する
この表の備考一の２及び４の規定の適用については、当該効力を失つ
た免許を受けていた期間及び当該次の免許を受けていた期間は、継続
していたものとみなす。 

五 第百三条第一項又は第四項の規定による免許の取消し（同条第一項
第一号から第二号までのいずれかに係るものに限る。）を受けた者（当
該取消しを受けた日から起算して三年を経過する前に次の免許を受
けた者に限り、同日前の直近においてした第八十九条第一項、第百一



  

条第一項若しくは第百一条の二第一項の規定による質問票の提出又
は第百一条の五の規定による報告について第百十七条の四第三号の
違反行為をした者を除く。）に対するこの表の備考一の２及び４の規
定の適用については、当該取り消された免許を受けた日から当該取消
しを受けた日までの期間及び当該次の免許を受けていた期間は、継続
していたものとみなす。 

六 その者の誕生日が二月二十九日である場合におけるこの表の適用
については、その者のうるう年以外の年における誕生日は二月二十八
日であるものとみなす。 

２ 第百四条の四第三項の規定により与えられる免許に係る免許証の有効期間は、同条第二項
の規定により取り消される免許に係る免許証の有効期間が満了することとされていた日が
経過するまでの期間とする。 

３ 第百七条第二項の規定により交付された免許証（前項に規定するものを除く。）の有効期
間は、当該免許証に係る同条第一項の規定により返納された免許証の有効期間が満了するこ
ととされていた日が経過するまでの期間とする。 

４ 前三項に規定する期間の末日が日曜日その他政令で定める日に当たるときは、これらの日
の翌日を当該期間の末日とみなす。 

 
（免許証等の更新の申請及び定期検査） 

第百一条 免許証の有効期間の更新（以下「免許証の更新」という。）を受けようとする者は、
当該免許証の有効期間が満了する日の直前のその者の誕生日の一月前から当該免許証の有
効期間が満了する日までの間（以下「更新期間」という。）に、その者の住所地を管轄する
公安委員会に内閣府令で定める様式の更新申請書（第四項の規定による質問票の交付を受け
た者にあつては、当該更新申請書及び必要な事項を記載した当該質問票。第五項及び第百一
条の二の二第一項から第三項までにおいて同じ。）を提出しなければならない。 

２ 前項の規定により免許証の更新を受けようとする者の誕生日が二月二十九日である場合
における同項の規定の適用については、その者のうるう年以外の年における誕生日は二月二
十八日であるものとみなす。 

３ 公安委員会は、免許を現に受けている者に対し、更新期間その他免許証の更新の申請に係
る事務の円滑な実施を図るため必要な事項（その者が更新を受ける日において優良運転者
（第九十一条の規定により免許に条件を付されている者のうち内閣府令で定めるもの及び
第九十二条の二第一項の表の備考四の規定の適用を受けて優良運転者となる者を除く。）に
該当することとなる場合には、その旨を含む。）を記載した書面を送付するものとする。 

４ 第一項に規定する公安委員会（同項の規定による更新申請書の提出が第百一条の二の二第
一項に規定する経由地公安委員会を経由して行われる場合にあつては、当該経由地公安委員



  

会）は、第一項の規定により更新申請書を提出しようとする者に対し、その者が第百三条第
一項第一号、第一号の二又は第三号のいずれかに該当するかどうかの判断に必要な質問をす
るため、内閣府令で定める様式の質問票を交付することができる。 

５ 第一項の規定による更新申請書の提出があつたときは、当該公安委員会は、その者につい
て、速やかに自動車等の運転について必要な適性検査（以下「適性検査」という。）を行わ
なければならない。 

６ 前項の規定による適性検査の結果又は第百一条の二の二第三項に規定する書面の内容（同
条第五項の規定による適性検査を行つた場合には、当該書面の内容及び当該適性検査の結
果）から判断して、当該免許証の更新を受けようとする者が自動車等を運転することが支障
がないと認めたときは、当該公安委員会は、当該免許証の更新をしなければならない。 

７ 前各項に定めるもののほか、免許証の更新の申請及び適性検査について必要な事項は、内
閣府令で定める。 

（罰則 第一項については第百十七条の四第三号） 
 

（免許証等の更新に係る申請先の特例） 
第百一条の二の二 免許証の更新を受けようとする者のうち当該更新を受ける日において優

良運転者に該当するもの（第百一条第三項の規定により当該更新を受ける日において優良運
転者に該当することとなる旨を記載した書面の送付を受けた者に限る。）は、当該免許証の
有効期間が満了する日の直前のその者の誕生日までに免許証の更新の申請をする場合には、
同条第一項の規定による更新申請書の提出を、その者の住所地を管轄する公安委員会以外の
公安委員会（以下この条及び次条において「経由地公安委員会」という。）を経由して行う
ことができる。 

２ 前項の規定により更新申請書を受理した経由地公安委員会は、その者について、速やかに
適性検査を行わなければならない。 

３ 経由地公安委員会は、前項の規定による適性検査の結果を記載した書面を、第一項の規定
により受理した更新申請書とともに、その者の住所地を管轄する公安委員会に送付しなけれ
ばならない。この場合において、その者の住所地を管轄する公安委員会は、第百一条第五項
の規定による適性検査を行わないものとする。 

４ 経由地公安委員会は、当該免許証の更新を受けようとする者が次条第一項の規定により経
由地公安委員会が行う第百八条の二第一項第十一号に掲げる講習を受けたときは、その旨を
その者の住所地を管轄する公安委員会に通知するものとする。 

５ 第三項の規定による書面の送付を受けた公安委員会は、当該書面の内容のみによつては当
該免許証の更新を受けようとする者が自動車等を運転することが支障がないかどうかを判
断できないときは、その者について適性検査を行うものとする。この場合において、当該公
安委員会は、その者に適性検査を受けるべき旨を通知しなければならない。 



  

（罰則 第一項については第百十七条の四第三号） 
 

（更新を受けようとする者の義務） 
第百一条の三 免許証の更新を受けようとする者は、その者の住所地を管轄する公安委員会

（前条第一項の場合にあつては、その者の住所地を管轄する公安委員会又は経由地公安委員
会。次条第一項から第三項までにおいて同じ。）が行う第百八条の二第一項第十一号に掲げ
る講習を受けなければならない。ただし、更新期間が満了する日（第百一条の二第一項の規
定による免許証の更新の申請をしようとする者にあつては、当該申請をする日。次条第一項
から第三項まで及び第百八条の二第一項第十二号において同じ。）前六月以内に同項第十二
号に掲げる講習を受けた者その他の同項第十一号に掲げる講習を受ける必要がないものと
して政令で定める者は、この限りでない。 

２ 公安委員会は、第百一条第五項若しくは第百一条の二第三項の規定による適性検査の結果
又は前条第三項に規定する書面の内容（同条第五項の規定による適性検査を行つた場合には、
当該書面の内容及び当該適性検査の結果）から判断して自動車等を運転することが支障がな
いと認めた者（前項ただし書の政令で定める者を除く。）が第百八条の二第一項第十一号に
掲げる講習を受けていないときは、第百一条第六項又は第百一条の二第四項の規定にかかわ
らず、その者に対し、免許証の更新をしないことができる。 

 
（七十歳以上の者の特例） 

第百一条の四 免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日における年齢が七
十歳以上のものは、更新期間が満了する日前六月以内にその者の住所地を管轄する公安委員
会が行つた第百八条の二第一項第十二号に掲げる講習を受けていなければならない。ただし、
当該講習を受ける必要がないものとして政令で定める者は、この限りでない。 

２ 前項に定めるもののほか、免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日にお
ける年齢が七十五歳以上のものは、更新期間が満了する日前六月以内に第百二条第一項から
第四項までの規定により診断書を提出した場合その他認知機能検査等を受ける必要がない
ものとして内閣府令で定める場合を除き、当該期間内にその者の住所地を管轄する公安委員
会又は第百八条の三十二の三第一項の認定を受けて同項の運転免許取得者等検査を行う者
が行つた認知機能検査等を受けていなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日に
おける年齢が七十五歳以上のもの（普通自動車対応免許を現に受けている者であつて、普通
自動車等の運転に関するこの法律及びこの法律に基づく命令の規定並びにこの法律の規定
に基づく処分並びに重大違反唆し等及び道路外致死傷に係る法律の規定の遵守の状況を勘
案して普通自動車等を運転することが道路における交通の危険を生じさせるおそれがある
者として政令で定める基準に該当するものに限る。）は、更新期間が満了する日前六月以内
にその者の住所地を管轄する公安委員会又は第百八条の三十二の三第一項の認定を受けて



  

同項の運転免許取得者等検査を行う者が行つた運転技能検査等を受けていなければならな
い。 

４ 公安委員会は、前項の規定により運転技能検査等を受けた者で当該運転技能検査等の結果
が普通自動車等を運転することが支障があることを示すものとして内閣府令で定める基準
に該当するものに対し、第百一条第六項又は第百一条の二第四項の規定にかかわらず、免許
証の更新をしないことができる。 

５ 公安委員会は、次の各号に掲げる者に対し、当該各号に定める事項を記載した書面を送付
するものとする。 
一 免許を現に受けている者で更新期間が満了する日における年齢が七十歳以上七十五歳

未満のもの 免許証の更新を受けようとするときは更新期間が満了する日前六月以内に
第一項の規定により講習を受けていなければならない旨、当該講習を受けることができる
日時及び場所その他当該講習に係る事務の円滑な実施を図るため必要な事項 

二 免許を現に受けている者で更新期間が満了する日における年齢が七十五歳以上のもの
（普通自動車対応免許を現に受けている者であつて第三項の政令で定める基準に該当す
るものを除く。） 前号に定める事項並びに免許証の更新を受けようとするときは更新期
間が満了する日前六月以内に第二項の規定により認知機能検査等を受けていなければな
らない旨、当該認知機能検査等を受けることができる日時及び場所その他当該認知機能検
査等に係る事務の円滑な実施を図るため必要な事項 

三 免許を現に受けている者で更新期間が満了する日における年齢が七十五歳以上のもの
（普通自動車対応免許を現に受けている者であつて第三項の政令で定める基準に該当す
るものに限る。） 前号に定める事項並びに免許証の更新を受けようとするときは更新期
間が満了する日前六月以内に同項の規定により運転技能検査等を受けていなければなら
ない旨、当該運転技能検査等を受けることができる日時及び場所その他当該運転技能検査
等に係る事務の円滑な実施を図るため必要な事項 

 



 

 

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 
改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日] 
 

（免許証の更新の申請等） 
第二十九条 法第百一条第一項の更新申請書（以下この条、第二十九条の二の二及び第二十九

条の二の三の二において「更新申請書」という。）の様式は、別記様式第十八のとおりとす
る。 

２ 法第百一条第一項に規定する免許証等の更新を受けようとする者（以下「更新申請者」と
いう。）は、現に受けている免許に係る免許証を提示し、又は現に受けている免許に係る特
定免許情報が記録された免許情報記録個人番号カードを提示して当該特定免許情報を確認
するために必要な措置を受けなければならない。ただし、更新申請者のうち免許証の更新を
受けようとする者が免許の効力を停止されている者である場合にあつては、現に受けている
免許に係る免許証を提示することを要しない。 

３ 更新申請書には、都道府県公安委員会規則で定める場合を除き、申請用写真を添付しなけ
ればならない。 

４ 更新申請者が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、更新申請書にそれぞれ当該
各号に定める書類を添付しなければならない。 
一 令第三十七条の六第一号に掲げる者 第三十八条第十八項に規定する高齢者講習終了

証明書 
二 令第三十七条の六第二号に掲げる者 第三十八条の二の国家公安委員会規則で定める

書類 
三 令第三十七条の六第三号に掲げる者 同号に掲げる者であることを証明する書類 
四 令第三十七条の六の二第一号に掲げる者 第三十八条の二の国家公安委員会規則で定

める書類 
五 令第三十七条の六の二第二号に掲げる者 同号に掲げる者であることを証明する書類 
六 法第百一条の四第二項の規定により認知機能検査を受けた者 第二十六条の三第二項

に規定する書類 
七 法第百一条の四第二項の規定により法第百八条の三十二の三第一項の認定を受けた同

項に規定する運転免許取得者等検査（同項第三号イに掲げる基準に適合するものに限る。）
を受けた者 当該運転免許取得者等検査を受けた者であることを証明する書類 

八 法第百一条の四第三項の規定により運転技能検査を受けた者 第二十六条の五第六項
に規定する書類 

九 法第百一条の四第三項の規定により法第百八条の三十二の三第一項の認定を受けた同



 

 

項に規定する運転免許取得者等検査（同項第三号ロに掲げる基準に適合するものに限る。）
を受けた者 当該運転免許取得者等検査の結果を証明する書類 

５ 前項に定めるもののほか、更新申請者が第十八条第一項第二号に該当する者であるときは、
更新申請書に同号に掲げる書類を添付しなければならない。 

６ 法第百一条第三項の内閣府令で定める者は、法第九十一条の規定により免許に身体の状態
に応じた条件（眼鏡等、補聴器又は特定後写鏡等を使用すべきこととするものを除く。）が
付されている者とする。 

７ 法第百一条第四項の内閣府令で定める様式は、別記様式第十二の二のとおりとする。 
８ 第二十三条第一項の規定（色彩識別能力に係る部分を除く。）は、法第百一条第五項に規

定する適性検査について準用する。この場合において、第二十三条第一項の表運動能力の項
中「付す」とあるのは「付し、又はこれを変更する」と読み替えるものとする。 

９ 法第百一条第六項後段の内閣府令定める場合は、法第百一条の二の二第三項の申出をした
者について、第二十一条の四第二項各号に掲げるいずれかの事情がある場合とする。 

10 免許証及び免許情報記録個人番号カードを有する更新申請者が、法第百一条第七項の規定
により免許証の更新若しくは免許情報記録の更新又はその双方を受けようとするときは、第
二項本文の規定にかかわらず、限に受けている免許に係る免許証を提示し、かつ、限に受け
ている免許に係る特定免許情報が記録された免許情報記録個人番号カードを提示して当該
特定免許情報を確認するために必要な措置を受けなければならない。 

 
第二十九条の二 法第百一条の二第一項の内閣府令で定める様式は、別記様式第十八の二のと

おりとする。 
２ 法第百一条の二第一項に規定する更新期間前における免許証等の更新を受けようとする

者（以下「特例更新申請者」という。）は、前項の様式の特例更新申請書に海外旅行又は令
第三十七条の五各号に掲げる事実を証するに足りる書類を添えて、その者の住所地を管轄す
る公安委員会に提出するとともに、現に受けている免許に係る免許証を提示し、又は現に受
けている免許に係る特定免許情報が記録された免許情報記録個人番号カードを提示して当
該特定免許情報を確認するために必要な措置を受けなければならない。ただし、特例更新申
請者のうち免許証の更新を受けようとする者が免許の効力を停止されている者である場合
にあつては、現に受けている免許に係る免許証を提示することを要しない。 

３ 前条第三項の規定は、前項の特例更新申請書について準用する。 
４ 前条第四項及び第五項の規定は、特例更新申請者について準用する。 
５ 法第百一条の二第二項の内閣府令で定める様式は、別記様式第十二の二のとおりとする。 
６ 第二十三条第一項の規定（色彩識別能力に係る部分を除く。）は、法第百一条の二第三項

に規定する適性検査について準用する。この場合において、第二十三条第一項の表運動能力
の項中「付す」とあるのは「付し、又はこれを変更する」と読み替えるものとする。 



 

 

７ 前条第十項の規定は、特例更新申請者について準用する。この場合において、同項中「更
新申請者」とあるのは「特例更新申請者」と、「法第百一条第七」とあるのは「法第百一条
の二第五項」と読み替えるものとする。 

 
第二十九条の二の二 法第百一条の二の二第一項の規定により更新申請書の提出を同項に規

定する経由地公安委員会を経由して行おうとする者は、第二十九条第三項から第五項までに
規定するもののほか、別記様式第十八の三の経由申請書を当該経由地公安委員会に提出しな
ければならない。 

２ 前項に規定する者は、第二十九条第二項又は第十項に規定するもののほか、法第百一条第
三項に規定する書面（その者が更新を受ける日において優良運転者又は一般運転者に該当す
ることとなる旨を記載したものに限る。）又は当該書面の送付を受けた者であることを証す
るに足りる書類を前項の経由地公安委員会に提示しなければならない。 

３ 法第百一条の二の二第三項の申出は、更新申請書に法第百一条の四の二第三項の規定によ
る免許情報記録の書換えを経由地公安委員会において受ける旨を記載して行うものとする。 

４ 第二十三条第一項の規定（色彩識別能力に係る部分を除く。）は、法第百一条の二の二第
七項に規定する適性検査について準用する。この場合において、第二十三条第一項の表運動
能力の項中「付す」とあるのは「付し、又はこれを変更する」と読み替えるものとする。 



  

道路交通法施行令 
発令    ：昭和35年10月11日政令第270号 
最終改正：令和6年3月1日政令第43号 
改正内容：令和6年3月1日政令第43号[令和6年4月1日] 
 

（優良運転者及び違反運転者等に係る基準） 
第三十三条の七 法第九十五条の六第一項の表の備考一のロの政令で定める基準は、次の各号

に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日前五年間（第三号に掲げる者にあっ
ては同号に定める日前五年間及び同日から同号に規定する次の免許に係る法第九十七条第
一項第一号に掲げる事項について行う試験（以下この項において「適性試験」という。）を
受けた日の前日までの間とし、第四号に掲げる者のうち同号に規定する次の免許に係る適性
試験を受けた日の前日が同号に規定する特定誕生日の四十日前の日以後であるものにあつ
ては同日前五年間及び同日から当該次の免許に係る適性試験を受けた日の前日までの間と
する。次項において同じ。）において違反行為又は別表第四若しくは別表第五に掲げる行為
をしたことがないこととする。 
一 法第百一条第六項の規定により免許証等（同条第一項に規定する免許証等をいう。以下

同じ。）の有効期間の更新（以下［免許証等の更新］という。）を受けた者 更新前の免
許証等の有効期間が満了する日の直前のその者の誕生日（以下「特定誕生日」という。）
の四十日前の日 

二 法第百一条の二第四項の規定により免許証等の更新を受けた者 同条第三項の規定に
よる適性検査を受けた日（当該日が特定誕生日の四十日前の日以後であるときは、特定誕
生日の四十日前の日） 

三 法第九十五条の六第一項の表備考一のイ（４）に規定する特別失効者に該当する者とし
て当該効力を失つた免許の次の免許を受けた者 当該効力を失つた免許に係る免許証等
を更新前の免許証等とした場合における特定誕生日の四十日前の日 

四 法第九十五条の六第一項の表の備考一のイ（４）に規定する特別取消処分者に該当する
者として当該取り消された免許の次の免許を受けた者 当該次の免許係る適性試験を受
けた日（当該日が当該取り消された免許に係る免許証等を更新前の免許証等とした場合に
おける特定誕生日の四十日前の日以後であるときは、当該特定誕生日の四十日前の日） 

五 法第九十二条第二項の規定による運転免許証（以下「免許証」という。）の交付又は法
第九十五条の三の規定により読み替えて適用する同項の規定による免許情報記録（法第九
十五条の二第二項第一号に規定する免許情報記録をいう。以下同じ。）の書換えを受けた
者 当該免許証又は当該書換え後の免許情報記録に係る適性試験を受けた日（当該日が当
該免許証と引き換えた免許証又は当該書換え前の免許情報記録を更新前の免許証等とし
た場合における特定誕生日の四十日前の日以後であるときは、当該特定誕生日の四十日前



  

の日） 
２ 法第九十五条の六第一項の表の備考一のニの政令で定める基準は、前項各号に掲げる者の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日前五年間において違反行為又は別表第四若しくは
別表第五に掲げる行為をしたことがあること（軽微違反行為一回のほかこれらの行為をした
ことがない場合（当該軽微違反行為をし、よつて交通事故を起こした場合にあつては、当該
交通事故が建造物以外の物の損壊のみに係るものであり、かつ、法第七十二条第一項前段の
規定に違反していないときに限る。）を除く。）とする。 

 
（更新期間前における免許証等の更新を申請することができるやむを得ない理由） 

第三十七条の五 法第百一条の二第一項の政令で定めるやむを得ない理由は、次の各号に掲げ
るとおりとする。 
一 病気又は負傷について療養していること。 
二 法令の規定により身体の自由を拘束されていること。 
三 社会の慣習上又は業務の遂行上やむを得ない用務が生じていること。 
四 積雪、高波その他の自然現象により交通が困難となつていること。 
 
（免許証等の更新を受けようとする者に対する講習を受ける必要がない者） 

第三十七条の六 法第百一条の三第一項ただし書の政令で定める者は、次に掲げる者とする。 
一 法第百一条第一項に規定する更新期間（次条において「更新期間」という。）が満了す

る日（法第百一条の二第一項の規定による免許証等の更新の申請をしようとする者にあつ
ては、当該申請をする日。次条において同じ。）前六月以内に法第百八条の二第一項第十
二号に掲げる講習を受けた者 

二 免許証等の更新を申請する日前六月以内に法第百八条の二第二項の規定による講習（法
第九十七条の二第一項第三号イ又はホの国家公安委員会規則で定める基準に適合するも
のに限る。）を終了した者 

三 免許証等の更新を申請する日前六月以内に法第百八条の三十二の二第一項の認定を受
けた同項に規定する運転免許取得者等教育の課程（同項第三号イ又はロに掲げる基準に適
合するものに限る。）を終了した者 

 
第三十七条の六の二 法第百一条の四第一項ただし書の政令で定める者は、次に掲げる者とす

る。 
一 更新期間が満了する日前六月以内に法第百八条の二第二項の規定による講習（法第九十

七条の二第一項第三号イの国家公安委員会規則で定める基準に適合するものに限る。）を
終了した者 

二 更新期間が満了する日前六月以内に法第百八条の三十二の二第一項の認定を受けた同
項に規定する運転免許取得者等教育の課程（同項第三号ロに掲げる基準に適合するものに



  

限る。）を終了した者 
 



  

道路交通法 
発令    ：昭和35年6月25日法律第105号 
最終改正：令和6年6月21日号外法律第59号 
改正内容：令和6年6月21日号外法律第59号[令和6年6月21日] 
 

（免許証の有効期間） 
第九十五条の六 第一種免許及び第二種免許に係る免許証（第百七条第二項の規定により交
付された免許証を除く。以下この項において同じ。）の有効期間は、次の表の上欄に掲げる
区分ごとに、それぞれ同表の中欄に掲げる年齢に応じ、同表の下欄に定める日が経過するま
での期間とする。 

免許証の交付又は更新を
受けた者の区分 

更新日等にお
ける年齢 

有効期間の末日 

優良運転者及び一般運転
者 

七十歳未満 満了日等の後のその者の五回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

七十歳 満了日等の後のその者の四回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

七十一歳以上 満了日等の後のその者の三回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

違反運転者等   満了日等の後のその者の三回
目の誕生日から起算して一月
を経過する日 

備考 
一 この表に掲げる用語の意義は、次に定めるとおりとする。 

１ 更新日等 第百一条第六項の規定により更新された免許証にあ
つては当該更新された日、第百一条の二第四項の規定により更新さ
れた免許証にあつては同条第三項の規定による適性検査を受けた
日、海外旅行、災害その他の政令で定めるやむを得ない理由のため
第百一条第一項の免許証の有効期間の更新を受けることができな
かつた者（その免許がその結果第百五条第一項の規定により効力を
失つた日から起算して六月（当該やむを得ない理由のためその期間



  

内に次の免許を受けることができなかつた者にあつては、当該効力
を失つた日から起算して三年を経過しない場合に限り、当該事情が
やんだ日から起算して一月）を経過しない者に限る。）に対して前
条第一項の規定により交付された免許証及び第百三条第一項又は
第四項の規定による免許の取消し（同条第一項第一号から第二号ま
でのいずれかに係るものに限る。）を受けた者（当該取消しを受け
た日から起算して三年を経過しない者に限り、同日前の直近におい
てした第八十九条第一項、第百一条第一項若しくは第百一条の二第
一項の規定による質問票の提出又は第百一条の五の規定による報
告について第百十七条の四第三号の違反行為をした者を除く。）に
対して前条第一項の規定により交付された免許証にあつてはこれ
らの交付された免許証に係る適性試験を受けた日の直前のその者
の誕生日（当該適性試験を受けた日がその者の誕生日である場合に
あつては、当該適性試験を受けた日）の前日、その他の免許証にあ
つては当該免許証に係る適性試験を受けた日 

２ 優良運転者 更新日等（海外旅行、災害その他の政令で定めるや
むを得ない理由のため第百一条第一項の免許証の有効期間の更新
を受けることができなかつた者（その免許がその結果第百五条第一
項の規定により効力を失つた日から起算して六月（当該やむを得な
い理由のためその期間内に次の免許を受けることができなかつた
者にあつては、当該効力を失つた日から起算して三年を経過しない
場合に限り、当該事情がやんだ日から起算して一月）を経過しない
者に限る。）に対して前条第一項の規定により交付された免許証に
あつては当該効力を失つた免許に係る免許証の有効期間の末日、第
百三条第一項又は第四項の規定による免許の取消し（同条第一項第
一号から第二号までのいずれかに係るものに限る。）を受けた者（当
該取消しを受けた日から起算して三年を経過しない者に限り、同日
前の直近においてした第八十九条第一項、第百一条第一項若しくは
第百一条の二第一項の規定による質問票の提出又は第百一条の五
の規定による報告について第百十七条の四第三号の違反行為をし
た者を除く。）に対して前条第一項の規定により交付された免許証
にあつては当該取消しを受けた日。４において同じ。）までに継続
して免許（仮免許を除く。４において同じ。）を受けている期間が
五年以上である者であつて、自動車等の運転に関するこの法律及び
この法律に基づく命令の規定並びにこの法律の規定に基づく処分



  

並びに重大違反唆し等及び道路外致死傷に係る法律の規定の遵守
の状況が優良な者として政令で定める基準に適合するもの 

３ 一般運転者 優良運転者又は違反運転者等以外の者 
４ 違反運転者等 更新日等までに継続して免許を受けている期間

が五年以上である者であつて自動車等の運転に関するこの法律及
びこの法律に基づく命令の規定並びにこの法律の規定に基づく処
分並びに重大違反唆し等及び道路外致死傷に係る法律の規定の遵
守の状況が不良な者として政令で定める基準に該当するもの又は
当該期間が五年未満である者 

５ 満了日等 第百一条第六項の規定により更新された免許証にあ
つては更新前の免許証の有効期間が満了した日、第百一条の二第四
項の規定により更新された免許証にあつては同条第三項の規定に
よる適性検査を受けた日、その他の免許証にあつては当該免許証に
係る適性試験を受けた日 

二 更新日等がその者の誕生日である場合におけるこの表の適用につ
いては、この表中「更新日等」とあるのは、「更新日等の前日」とす
る。 

三 更新日等が有効期間の末日の直前のその者の誕生日の翌日から当
該有効期間の末日までの間である場合におけるこの表の適用につい
ては、この表中「更新日等」とあるのは、「更新日等の直前のその者
の誕生日の前日」とする。 

四 海外旅行、災害その他の政令で定めるやむを得ない理由のため第百
一条第一項の免許証の有効期間の更新を受けることができなかつた
者（その免許がその結果第百五条第一項の規定により効力を失つた日
から起算して六月（当該やむを得ない理由のためその期間内に次の免
許を受けることができなかつた者にあつては、当該効力を失つた日か
ら起算して三年を経過しない場合に限り、当該事情がやんだ日から起
算して一月）を経過する前に次の免許を受けた者に限る。）に対する
この表の備考一の２及び４の規定の適用については、当該効力を失つ
た免許を受けていた期間及び当該次の免許を受けていた期間は、継続
していたものとみなす。 

五 第百三条第一項又は第四項の規定による免許の取消し（同条第一項
第一号から第二号までのいずれかに係るものに限る。）を受けた者（当
該取消しを受けた日から起算して三年を経過する前に次の免許を受
けた者に限り、同日前の直近においてした第八十九条第一項、第百一



  

条第一項若しくは第百一条の二第一項の規定による質問票の提出又
は第百一条の五の規定による報告について第百十七条の四第三号の
違反行為をした者を除く。）に対するこの表の備考一の２及び４の規
定の適用については、当該取り消された免許を受けた日から当該取消
しを受けた日までの期間及び当該次の免許を受けていた期間は、継続
していたものとみなす。 

六 その者の誕生日が二月二十九日である場合におけるこの表の適用
については、その者のうるう年以外の年における誕生日は二月二十八
日であるものとみなす。 

２ 第百四条の四第三項の規定により与えられる免許に係る免許証の有効期間は、同条第二項
の規定により取り消される免許に係る免許証の有効期間が満了することとされていた日が
経過するまでの期間とする。 

３ 第百七条第二項の規定により交付された免許証（前項に規定するものを除く。）の有効期
間は、当該免許証に係る同条第一項の規定により返納された免許証の有効期間が満了するこ
ととされていた日が経過するまでの期間とする。 

４ 前三項に規定する期間の末日が日曜日その他政令で定める日に当たるときは、これらの日
の翌日を当該期間の末日とみなす。 

 
（免許証の更新の特例） 

第百一条の二 海外旅行その他政令で定めるやむを得ない理由のため更新期間内に適性検査
を受けることが困難であると予想される者は、その者の住所地を管轄する公安委員会に当該
更新期間前における免許証の更新を申請することができる。この場合においては、当該公安
委員会に内閣府令で定める様式の特例更新申請書（次項の規定による質問票の交付を受けた
者にあつては、当該特例更新申請書及び必要な事項を記載した当該質問票）を提出しなけれ
ばならない。 

２ 前項に規定する公安委員会は、同項後段の規定により特例更新申請書を提出しようとする
者に対し、その者が第百三条第一項第一号、第一号の二又は第三号のいずれかに該当するか
どうかの判断に必要な質問をするため、内閣府令で定める様式の質問票を交付することがで
きる。 

３ 第一項の規定による申請があつたときは、当該公安委員会は、その者について、速やかに
適性検査を行わなければならない。 

４ 前項の規定による適性検査の結果から判断して、当該免許証の更新を受けようとする者が
自動車等を運転することが支障がないと認めたときは、当該公安委員会は、速やかに当該免
許証の更新をしなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、更新期間前における免許証の更新の申請及び適性検査につい



  

て必要な事項は、内閣府令で定める。 
（罰則 第一項については第百十七条の四第三号） 
 

（更新を受けようとする者の義務） 
第百一条の三 免許証の更新を受けようとする者は、その者の住所地を管轄する公安委員会

（前条第一項の場合にあつては、その者の住所地を管轄する公安委員会又は経由地公安委員
会。次条第一項から第三項までにおいて同じ。）が行う第百八条の二第一項第十一号に掲げ
る講習を受けなければならない。ただし、更新期間が満了する日（第百一条の二第一項の規
定による免許証の更新の申請をしようとする者にあつては、当該申請をする日。次条第一項
から第三項まで及び第百八条の二第一項第十二号において同じ。）前六月以内に同項第十二
号に掲げる講習を受けた者その他の同項第十一号に掲げる講習を受ける必要がないものと
して政令で定める者は、この限りでない。 

２ 公安委員会は、第百一条第五項若しくは第百一条の二第三項の規定による適性検査の結果
又は前条第三項に規定する書面の内容（同条第五項の規定による適性検査を行つた場合には、
当該書面の内容及び当該適性検査の結果）から判断して自動車等を運転することが支障がな
いと認めた者（前項ただし書の政令で定める者を除く。）が第百八条の二第一項第十一号に
掲げる講習を受けていないときは、第百一条第六項又は第百一条の二第四項の規定にかかわ
らず、その者に対し、免許証の更新をしないことができる。 

 
（七十歳以上の者の特例） 

第百一条の四 免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日における年齢が七
十歳以上のものは、更新期間が満了する日前六月以内にその者の住所地を管轄する公安委員
会が行つた第百八条の二第一項第十二号に掲げる講習を受けていなければならない。ただし、
当該講習を受ける必要がないものとして政令で定める者は、この限りでない。 

２ 前項に定めるもののほか、免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日にお
ける年齢が七十五歳以上のものは、更新期間が満了する日前六月以内に第百二条第一項から
第四項までの規定により診断書を提出した場合その他認知機能検査等を受ける必要がない
ものとして内閣府令で定める場合を除き、当該期間内にその者の住所地を管轄する公安委員
会又は第百八条の三十二の三第一項の認定を受けて同項の運転免許取得者等検査を行う者
が行つた認知機能検査等を受けていなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、免許証の更新を受けようとする者で更新期間が満了する日に
おける年齢が七十五歳以上のもの（普通自動車対応免許を現に受けている者であつて、普通
自動車等の運転に関するこの法律及びこの法律に基づく命令の規定並びにこの法律の規定
に基づく処分並びに重大違反唆し等及び道路外致死傷に係る法律の規定の遵守の状況を勘
案して普通自動車等を運転することが道路における交通の危険を生じさせるおそれがある
者として政令で定める基準に該当するものに限る。）は、更新期間が満了する日前六月以内



  

にその者の住所地を管轄する公安委員会又は第百八条の三十二の三第一項の認定を受けて
同項の運転免許取得者等検査を行う者が行つた運転技能検査等を受けていなければならな
い。 

４ 公安委員会は、前項の規定により運転技能検査等を受けた者で当該運転技能検査等の結果
が普通自動車等を運転することが支障があることを示すものとして内閣府令で定める基準
に該当するものに対し、第百一条第六項又は第百一条の二第四項の規定にかかわらず、免許
証の更新をしないことができる。 

５ 公安委員会は、次の各号に掲げる者に対し、当該各号に定める事項を記載した書面を送付
するものとする。 
一 免許を現に受けている者で更新期間が満了する日における年齢が七十歳以上七十五歳

未満のもの 免許証の更新を受けようとするときは更新期間が満了する日前六月以内に
第一項の規定により講習を受けていなければならない旨、当該講習を受けることができる
日時及び場所その他当該講習に係る事務の円滑な実施を図るため必要な事項 

二 免許を現に受けている者で更新期間が満了する日における年齢が七十五歳以上のもの
（普通自動車対応免許を現に受けている者であつて第三項の政令で定める基準に該当す
るものを除く。） 前号に定める事項並びに免許証の更新を受けようとするときは更新期
間が満了する日前六月以内に第二項の規定により認知機能検査等を受けていなければな
らない旨、当該認知機能検査等を受けることができる日時及び場所その他当該認知機能検
査等に係る事務の円滑な実施を図るため必要な事項 

三 免許を現に受けている者で更新期間が満了する日における年齢が七十五歳以上のもの
（普通自動車対応免許を現に受けている者であつて第三項の政令で定める基準に該当す
るものに限る。） 前号に定める事項並びに免許証の更新を受けようとするときは更新期
間が満了する日前六月以内に同項の規定により運転技能検査等を受けていなければなら
ない旨、当該運転技能検査等を受けることができる日時及び場所その他当該運転技能検査
等に係る事務の円滑な実施を図るため必要な事項 



 

 

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 
改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日] 
 

（免許証の更新の申請等） 
第二十九条 法第百一条第一項の更新申請書（以下この条、第二十九条の二の二及び第二十九

条の二の三の二において「更新申請書」という。）の様式は、別記様式第十八のとおりとす
る。 

２ 法第百一条第一項に規定する免許証等の更新を受けようとする者（以下「更新申請者」と
いう。）は、現に受けている免許に係る免許証を提示し、又は現に受けている免許に係る特
定免許情報が記録された免許情報記録個人番号カードを提示して当該特定免許情報を確認
するために必要な措置を受けなければならない。ただし、更新申請者のうち免許証の更新を
受けようとする者が免許の効力を停止されている者である場合にあつては、現に受けている
免許に係る免許証を提示することを要しない。 

３ 更新申請書には、都道府県公安委員会規則で定める場合を除き、申請用写真を添付しなけ
ればならない。 

４ 更新申請者が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、更新申請書にそれぞれ当該
各号に定める書類を添付しなければならない。 
一 令第三十七条の六第一号に掲げる者 第三十八条第十八項に規定する高齢者講習終了

証明書 
二 令第三十七条の六第二号に掲げる者 第三十八条の二の国家公安委員会規則で定める

書類 
三 令第三十七条の六第三号に掲げる者 同号に掲げる者であることを証明する書類 
四 令第三十七条の六の二第一号に掲げる者 第三十八条の二の国家公安委員会規則で定

める書類 
五 令第三十七条の六の二第二号に掲げる者 同号に掲げる者であることを証明する書類 
六 法第百一条の四第二項の規定により認知機能検査を受けた者 第二十六条の三第二項

に規定する書類 
七 法第百一条の四第二項の規定により法第百八条の三十二の三第一項の認定を受けた同

項に規定する運転免許取得者等検査（同項第三号イに掲げる基準に適合するものに限る。）
を受けた者 当該運転免許取得者等検査を受けた者であることを証明する書類 

八 法第百一条の四第三項の規定により運転技能検査を受けた者 第二十六条の五第六項
に規定する書類 

九 法第百一条の四第三項の規定により法第百八条の三十二の三第一項の認定を受けた同



 

 

項に規定する運転免許取得者等検査（同項第三号ロに掲げる基準に適合するものに限る。）
を受けた者 当該運転免許取得者等検査の結果を証明する書類 

５ 前項に定めるもののほか、更新申請者が第十八条第一項第二号に該当する者であるときは、
更新申請書に同号に掲げる書類を添付しなければならない。 

６ 法第百一条第三項の内閣府令で定める者は、法第九十一条の規定により免許に身体の状態
に応じた条件（眼鏡等、補聴器又は特定後写鏡等を使用すべきこととするものを除く。）が
付されている者とする。 

７ 法第百一条第四項の内閣府令で定める様式は、別記様式第十二の二のとおりとする。 
８ 第二十三条第一項の規定（色彩識別能力に係る部分を除く。）は、法第百一条第五項に規

定する適性検査について準用する。この場合において、第二十三条第一項の表運動能力の項
中「付す」とあるのは「付し、又はこれを変更する」と読み替えるものとする。 

９ 法第百一条第六項後段の内閣府令定める場合は、法第百一条の二の二第三項の申出をした
者について、第二十一条の四第二項各号に掲げるいずれかの事情がある場合とする。 

10 免許証及び免許情報記録個人番号カードを有する更新申請者が、法第百一条第七項の規定
により免許証の更新若しくは免許情報記録の更新又はその双方を受けようとするときは、第
二項本文の規定にかかわらず、限に受けている免許に係る免許証を提示し、かつ、限に受け
ている免許に係る特定免許情報が記録された免許情報記録個人番号カードを提示して当該
特定免許情報を確認するために必要な措置を受けなければならない。 

 
第二十九条の二 法第百一条の二第一項の内閣府令で定める様式は、別記様式第十八の二のと

おりとする。 
２ 法第百一条の二第一項に規定する更新期間前における免許証等の更新を受けようとする

者（以下「特例更新申請者」という。）は、前項の様式の特例更新申請書に海外旅行又は令
第三十七条の五各号に掲げる事実を証するに足りる書類を添えて、その者の住所地を管轄す
る公安委員会に提出するとともに、現に受けている免許に係る免許証を提示し、又は現に受
けている免許に係る特定免許情報が記録された免許情報記録個人番号カードを提示して当
該特定免許情報を確認するために必要な措置を受けなければならない。ただし、特例更新申
請者のうち免許証の更新を受けようとする者が免許の効力を停止されている者である場合
にあつては、現に受けている免許に係る免許証を提示することを要しない。 

３ 前条第三項の規定は、前項の特例更新申請書について準用する。 
４ 前条第四項及び第五項の規定は、特例更新申請者について準用する。 
５ 法第百一条の二第二項の内閣府令で定める様式は、別記様式第十二の二のとおりとする。 
６ 第二十三条第一項の規定（色彩識別能力に係る部分を除く。）は、法第百一条の二第三項

に規定する適性検査について準用する。この場合において、第二十三条第一項の表運動能力
の項中「付す」とあるのは「付し、又はこれを変更する」と読み替えるものとする。 



 

 

７ 前条第十項の規定は、特例更新申請者について準用する。この場合において、同項中「更
新申請者」とあるのは「特例更新申請者」と、「法第百一条第七」とあるのは「法第百一条
の二第五項」と読み替えるものとする。 

 
第二十九条の二の二 法第百一条の二の二第一項の規定により更新申請書の提出を同項に規

定する経由地公安委員会を経由して行おうとする者は、第二十九条第三項から第五項までに
規定するもののほか、別記様式第十八の三の経由申請書を当該経由地公安委員会に提出しな
ければならない。 

２ 前項に規定する者は、第二十九条第二項又は第十項に規定するもののほか、法第百一条第
三項に規定する書面（その者が更新を受ける日において優良運転者又は一般運転者に該当す
ることとなる旨を記載したものに限る。）又は当該書面の送付を受けた者であることを証す
るに足りる書類を前項の経由地公安委員会に提示しなければならない。 

３ 法第百一条の二の二第三項の申出は、更新申請書に法第百一条の四の二第三項の規定によ
る免許情報記録の書換えを経由地公安委員会において受ける旨を記載して行うものとする。 

４ 第二十三条第一項の規定（色彩識別能力に係る部分を除く。）は、法第百一条の二の二第
七項に規定する適性検査について準用する。この場合において、第二十三条第一項の表運動
能力の項中「付す」とあるのは「付し、又はこれを変更する」と読み替えるものとする。 



  

道路交通法施行令 
発令    ：昭和35年10月11日政令第270号 
最終改正：令和6年3月1日政令第43号 
改正内容：令和6年3月1日政令第43号[令和6年4月1日] 
 

（優良運転者及び違反運転者等に係る基準） 
第三十三条の七 法第九十五条の六第一項の表の備考一のロの政令で定める基準は、次の各号

に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日前五年間（第三号に掲げる者にあっ
ては同号に定める日前五年間及び同日から同号に規定する次の免許に係る法第九十七条第
一項第一号に掲げる事項について行う試験（以下この項において「適性試験」という。）を
受けた日の前日までの間とし、第四号に掲げる者のうち同号に規定する次の免許に係る適性
試験を受けた日の前日が同号に規定する特定誕生日の四十日前の日以後であるものにあつ
ては同日前五年間及び同日から当該次の免許に係る適性試験を受けた日の前日までの間と
する。次項において同じ。）において違反行為又は別表第四若しくは別表第五に掲げる行為
をしたことがないこととする。 
一 法第百一条第六項の規定により免許証等（同条第一項に規定する免許証等をいう。以下

同じ。）の有効期間の更新（以下［免許証等の更新］という。）を受けた者 更新前の免
許証等の有効期間が満了する日の直前のその者の誕生日（以下「特定誕生日」という。）
の四十日前の日 

二 法第百一条の二第四項の規定により免許証等の更新を受けた者 同条第三項の規定に
よる適性検査を受けた日（当該日が特定誕生日の四十日前の日以後であるときは、特定誕
生日の四十日前の日） 

三 法第九十五条の六第一項の表備考一のイ（４）に規定する特別失効者に該当する者とし
て当該効力を失つた免許の次の免許を受けた者 当該効力を失つた免許に係る免許証等
を更新前の免許証等とした場合における特定誕生日の四十日前の日 

四 法第九十五条の六第一項の表の備考一のイ（４）に規定する特別取消処分者に該当する
者として当該取り消された免許の次の免許を受けた者 当該次の免許係る適性試験を受
けた日（当該日が当該取り消された免許に係る免許証等を更新前の免許証等とした場合に
おける特定誕生日の四十日前の日以後であるときは、当該特定誕生日の四十日前の日） 

五 法第九十二条第二項の規定による運転免許証（以下「免許証」という。）の交付又は法
第九十五条の三の規定により読み替えて適用する同項の規定による免許情報記録（法第九
十五条の二第二項第一号に規定する免許情報記録をいう。以下同じ。）の書換えを受けた
者 当該免許証又は当該書換え後の免許情報記録に係る適性試験を受けた日（当該日が当
該免許証と引き換えた免許証又は当該書換え前の免許情報記録を更新前の免許証等とし
た場合における特定誕生日の四十日前の日以後であるときは、当該特定誕生日の四十日前



  

の日） 
２ 法第九十五条の六第一項の表の備考一のニの政令で定める基準は、前項各号に掲げる者の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日前五年間において違反行為又は別表第四若しくは
別表第五に掲げる行為をしたことがあること（軽微違反行為一回のほかこれらの行為をした
ことがない場合（当該軽微違反行為をし、よつて交通事故を起こした場合にあつては、当該
交通事故が建造物以外の物の損壊のみに係るものであり、かつ、法第七十二条第一項前段の
規定に違反していないときに限る。）を除く。）とする。 

 
（免許証等の更新を受けようとする者に対する講習を受ける必要がない者） 

第三十七条の六 法第百一条の三第一項ただし書の政令で定める者は、次に掲げる者とする。 
一 法第百一条第一項に規定する更新期間（次条において「更新期間」という。）が満了す

る日（法第百一条の二第一項の規定による免許証等の更新の申請をしようとする者にあつ
ては、当該申請をする日。次条において同じ。）前六月以内に法第百八条の二第一項第十
二号に掲げる講習を受けた者 

二 免許証等の更新を申請する日前六月以内に法第百八条の二第二項の規定による講習（法
第九十七条の二第一項第三号イ又はホの国家公安委員会規則で定める基準に適合するも
のに限る。）を終了した者 

三 免許証等の更新を申請する日前六月以内に法第百八条の三十二の二第一項の認定を受
けた同項に規定する運転免許取得者等教育の課程（同項第三号イ又はロに掲げる基準に適
合するものに限る。）を終了した者 

 
第三十七条の六の二 法第百一条の四第一項ただし書の政令で定める者は、次に掲げる者とす

る。 
一 更新期間が満了する日前六月以内に法第百八条の二第二項の規定による講習（法第九十

七条の二第一項第三号イの国家公安委員会規則で定める基準に適合するものに限る。）を
終了した者 

二 更新期間が満了する日前六月以内に法第百八条の三十二の二第一項の認定を受けた同
項に規定する運転免許取得者等教育の課程（同項第三号ロに掲げる基準に適合するものに
限る。）を終了した者 
 



  

道路交通法 
発令    ：昭和35年6月25日法律第105号 
最終改正：令和6年6月21日号外法律第59号 
改正内容：令和6年6月21日号外法律第59号[令和6年6月21日] 
 

（申請による取消し） 
第百四条の四 免許を受けた者は、その者の住所地を管轄する公安委員会に免許の取消しを申

請することができる。この場合において、その者は、第八十九条第一項及び第九十条の二第
一項の規定にかかわらず、併せて、当該免許が取り消された場合には他の種類の免許（取消
しに係る免許の種類ごとに政令で定める種類のものに限る。）を受けたい旨の申出をするこ
とができる。 

２ 前項の規定による申請を受けた公安委員会は、政令で定めるところにより、当該申請に係
る免許を取り消すものとする。 

３ 前項の規定により免許を取り消した公安委員会は、第一項の申出をした者から第百六条の
三第一項第一号の規定による当該免許に係る免許証の返納を受け、又は第一項の申出をした
者に係る第百六条の四第一項第一号の規定による免許情報記録の抹消を行つたとき（第一項
の申出をした者が免許証（仮免許に係るものを除く。次条において同じ。）及び免許情報記
録個人番号カードを有する者である場合にあつては、当該免許証の返納を受け、かつ、当該
免許情報記録の抹消を行つたとき）は、その者に対し、当該申出に係る免許を与えることが
できる。 

４ 前項の規定により与えられる免許は、第二項の規定により取り消された免許を受けた日に
受けたものとみなす。 

５ 前各項に定めるもののほか、第二項の規定による免許の取消しについて必要な事項は、内
閣府令で定める。 

 
（免許証の返納等） 

第百六条の三 免許を受けた者は、次の各号のいずれかに該当することとなつたときは、すみ
やかに、免許証（第三号の場合にあつては、発見し、又は回復した免許証）をその者の住所
地を管轄する公安委員会に返納しなければならない。 
一 免許が取り消されたとき。 
二 免許が失効したとき。 
三 免許証の再交付を受けた後において亡失した免許証を発見し、又は回復したとき。 

２ 第百四条の二の二第一項、第二項若しくは第四項、第百四条の二の四第一項、第二項若し
くは第四項又は第百四条の四第二項の規定により免許を取り消された者がなお他の種類の
免許を受けている場合において、前項の規定により免許証を返納したときは、公安委員会は、
当該他の種類の免許に係る免許証を交付するものとする。 



  

３ 免許を受けた者は、第九十条第五項、第百三条第一項若しくは第四項、第百四条の二の三
第一項若しくは第三項又は同条第五項において準用する第百三条第四項の規定により免許
の効力が停止されたときは、速やかに、免許証をその者の住所地を管轄する公安委員会に提
出しなければならない。 

４ 前項の規定により免許証の提出を受けた公安委員会又は第百三条の二第四項若しくは第
五項の規定により免許証の送付を受けた公安委員会は、当該免許証に係る免許の効力の停止
の期間が満了した場合又は当該免許証に係る免許の効力の停止が解除された場合において
その提出者から返還の請求があつたときは、直ちに当該免許証を返還しなければならない。 

（罰則 第一項及び第三項については第百二十一条第一項第十号） 
 
（免許情報記録の抹消等） 

第百六条の四 免許情報記録個人番号カードを有する者は、次の各号のいずれかに該当するこ
ととなつたときは、速やかに、免許情報記録個人番号カードをその者の住所地を管轄する公
安委員会に提示して免許情報記録の抹消を受けなければならない。ただし、当該免許情報記
録個人番号カードを行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律第十七条第四項に 

規定する住所地市町村長に返納した場合は、この限りでない。 
一前条第一項第一号又は第二号に該当することとなつたとき。 
二第九十条第五項、第百三条第一項若しくは第四項、第百四条の二の三第一項若しくは第三項 
又は同条第五項において準用する第百三条第四項の規定により免許の効力が停止されたとき。 
三免許情報記録の有効期間が満了したとき（第一号に該当する場合を除く。）。 
２ 第百四条の二の二第一項、第二項若しくは第四項、第百四条の二の四第一項、第二項若し

くは第四項又は第百四条の四第二項の規定により免許を取り消された者がなお他の種類の
免許を受けている場合において、その者の住所地を管轄する公安委員会に対して前項の規定
により免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当該公安委員会は、同項の規定にか
かわらず、当該免許情報記録個人番号カードに記録された免許情報記録を当該他の種類の免
許に係る免許情報記録に書き換えるものとする。 

（罰則第一項については第百二十一条第一項第十号） 



 

 

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 
改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日] 
 

（取消しの申請等） 
第三十条の七 法第百四条の四第一項の規定による免許の取消しの申請は、別記様式第十九の

三の八の申請書を提出して行うものとする。この場合において、当該申請を行おうとする者
は、現に受けている免許に係る免許証を提示しなければならない。 

２ 法第百四条の四第一項後段の申出は、前項の申請書に受けたい他の免許の種類を記載して
行うものとする。 

３ 前項の申出をする場合においては、都道府県公安委員会規則で定める場合を除き、第一項
の申請書に申請用写真を添付しなければならない。 

４ 公安委員会は、法第百四条の四第二項の規定により免許を取り消したときは、当該処分を
受けた者に別記様式第十九の三の九の通知書により通知するものとする。 



 

 

道路交通法施行令 
発令    ：昭和35年10月11日政令第270号 
最終改正：令和6年11月1日号外政令第335号 
改正内容：令和6年11月1日号外政令第335号[令和6年11月1日] 
 

（申請による取消しの際に受けることができる免許の種類） 
第三十九条の二の三 法第百四条の四第一項の政令で定める種類の免許は、次の表の上欄に掲

げる取消しに係る免許の種類ごとに同表の下欄に定めるものとする。 
 
取消しに係る免許の種類 受けたい旨の申出をすることができる免許の

種類 

大型自動車免許 中型自動車免許、準中型自動車免許、普通自動
車免許、小型特殊自動車免許又は原動機付自転
車免許 

中型自動車免許 準中型自動車免許、普通自動車免許、小型特殊
自動車免許又は原動機付自転車免許 

準中型自動車免許 普通自動車免許、小型特殊自動車免許又は原動
機付自転車免許 

普通自動車免許 小型特殊自動車免許又は原動機付自転車免許 

大型特殊自動車免許 小型特殊自動車免許又は原動機付自転車免許 

大型自動二輪車免許 普通自動二輪車免許、小型特殊自動車免許又は
原動機付自転車免許 

普通自動二輪車免許 小型特殊自動車免許又は原動機付自転車免許 

大型自動車第二種免許 大型自動車免許、中型自動車免許、準中型自動
車免許、普通自動車免許、小型特殊自動車免許、
原動機付自転車免許、中型自動車第二種免許又
は普通自動車第二種免許 

中型自動車第二種免許 中型自動車免許、準中型自動車免許、普通自動
車免許、小型特殊自動車免許、原動機付自転車
免許又は普通自動車第二種免許 

普通自動車第二種免許 普通自動車免許、小型特殊自動車免許又は原動



 

 

機付自転車免許 

大型特殊自動車第二種免
許 

大型特殊自動車免許、小型特殊自動車免許又は
原動機付自転車免許 

牽（けん）引第二種免許 牽（けん）引免許 

 
（申請による取消しの基準） 

第三十九条の二の四 法第百四条の四第二項の規定による免許の取消しは、同条第一項の規定
による申請をした者が次の各号のいずれにも該当しない場合に行うものとする。 
一 前条の表の上欄に掲げる種類の免許を受けていること（当該免許の種類ごとに同表の下

欄に定める種類の免許のみの取消しを申請した場合に限る。）。 
二 法第九十条第五項、法第百三条第一項若しくは第四項（法第百四条の二の三第五項にお

いて準用する場合を含む。）若しくは法第百四条の二の三第三項の規定による免許の取消
しの基準又は法第九十条第六項若しくは法第百三条第二項の規定による免許の取消しの
要件に該当していること。 

三 法第九十条第五項、法第百三条第一項若しくは第四項（法第百四条の二の三第五項にお
いて準用する場合を含む。）若しくは法第百四条の二の三第一項若しくは第三項の規定に
より免許の効力が停止され、又はこれらの規定による免許の効力の停止の基準に該当して
いること。 

四 当該申請に係る免許について基準該当初心運転者（法第百条の二第一項各号のいずれか
に該当する者及び同項の再試験に合格した者を除く。第三十九条の二の六第一項第三号に
おいて同じ。）に該当していること。 

五 当該申請に係る免許（基準該当若年運転者に該当することとなつた時点において二十歳
に達している者にあつては、特例取得免許である中型自動車免許を除く。）について、基
準該当若年運転者（若年運転者講習を終了した者を除く。第三十九条の二の六第一項第三
号において同じ。）に該当していること又は法第百四条の二の四第二項の規定による特例
取得免許の取消しの基準に該当していること。 



  

道路交通法 
発令    ：昭和35年6月25日法律第105号 
最終改正：令和6年6月21日号外法律第59号 
改正内容：令和6年6月21日号外法律第59号[令和6年6月21日] 
 

（申請による取消し） 
第百四条の四 免許を受けた者は、その者の住所地を管轄する公安委員会に免許の取消しを申

請することができる。この場合において、その者は、第八十九条第一項及び第九十条の二第
一項の規定にかかわらず、併せて、当該免許が取り消された場合には他の種類の免許（取消
しに係る免許の種類ごとに政令で定める種類のものに限る。）を受けたい旨の申出をするこ
とができる。 

２ 前項の規定による申請を受けた公安委員会は、政令で定めるところにより、当該申請に係
る免許を取り消すものとする。 

３ 前項の規定により免許を取り消した公安委員会は、第一項の申出をした者から第百六条の
三第一項第一号の規定による当該免許に係る免許証の返納を受け、又は第一項の申出をした
者に係る第百六条の四第一項第一号の規定による免許情報記録の抹消を行つたとき（第一項
の申出をした者が免許証（仮免許に係るものを除く。次条において同じ。）及び免許情報記
録個人番号カードを有する者である場合にあつては、当該免許証の返納を受け、かつ、当該
免許情報記録の抹消を行つたとき）は、その者に対し、当該申出に係る免許を与えることが
できる。 

４ 前項の規定により与えられる免許は、第二項の規定により取り消された免許を受けた日に
受けたものとみなす。 

５ 前各項に定めるもののほか、第二項の規定による免許の取消しについて必要な事項は、内
閣府令で定める。 

 
（免許の失効） 

第百五条 免許は、免許を受けた者が免許証の更新を受けなかつたときは、その効力を失う。 
２ 前条第五項から第七項までの規定は、免許証の更新を受けなかつた者について準用する。

この場合において、同条第五項中「第三項の規定により免許を受けた者」とあるのは「当該
免許証の有効期間が満了する日において第九十条第五項の規定による免許の取消しの基準
に該当する者その他の政令で定める者」と、「当該取消しを受けた日」とあるのは「当該免
許証に係る免許が失効した日」と、「次項」とあるのは「以下この条」と、同条第七項中「前
各項」とあるのは「前二項」と、「第二項の規定による免許の取消し」とあるのは「運転経
歴証明書」と読み替えるものとする。 

 
（運転経歴証明書及び運転経歴情報の記録） 



  

第百五条の二 第百四条の四第二項の規定により免許を取り消された者（同条第三項の規定に
より免許を受けた者を除く。）及び前条の規定により免許が失効した者（当該免許が失効し
た日の前日において第九十条第五項の規定による免許の取消しの基準に該当する者その他
の政令で定める者を除く。）は、その者の住所地を管轄する公安委員会に対し、運転経歴証
明書（当該取消しを受けた日又は当該免許が失効した日前五年間の自動車等の運転に関する
経歴について、第九十五条の六第一項の表の上欄に規定する優良運転者、一般運転者又は違
反運転者等の区分に準じた区分（第三項において「運転経歴区分」という。）により表示す
る書面をいう。以下この条及び次条において同じ。）の交付を申請することができる。 

２ 前項の規定による申請を受けた公安委員会は、政令で定めるところにより、運転経歴証明
書を交付するものとする。この場合において、運転経歴証明書は、免許証と紛らわしい外観
を有するものであつてはならない。 

３ 第一項に規定する者は、その者の住所地を管轄する公安委員会に対し、運転経歴情報（第
百四条の四第二項の規定による免許の取消しを受けた日又は免許が前条の規定により効力
を失つた日前五年間の自動車等の運転に関する経歴について、運転経歴区分により示した情
報をいう。以下この条及び次条において同じ。）をその者の個人番号カードの区分部分に記
録することを申請することができる。 

４ 前項の規定による申請を受けた公安委員会は、政令で定めるところにより、運転経歴情報
をその者の個人番号カードの区分部分に電磁的方法により記録するものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか、運転経歴証明書及び運転経歴情報の記録について必要な事項
は、内閣府令で定める。 
第百六条中「第九十四条第一項」の下に「（第九十五条の五第二項の規定により読み替えて 

適用する場合を含む。）」を加え、「同条第二項」を「第九十四条第二項」に改め、「再交付
をし」の下に「、第九十五条の二第三項の規定により特定免許情報の記録をし、同条第四項の
規定による免許証の返納を受け、同条第十項の規定により免許情報記録の抹消をし、同条第十
一項の規定により免許証の交付をし」を加え、「免許証の更新」を「免許証等の更新」に改め、
「第百四条の四第六項（」及び「において準用する場合を含む。）」を削り、「交付し」の下
に「、同条第四項の規定により運転経歴情報の記録をし」を加える。 

第百七条第一項中「免許を受けた」を「免許証を有する」に、「すみやかに」を「速やかに」 
に改め、同項に次の一号を加える。 

四 免許証の有効期間が満了したとき（第二号に該当する場合を除く。）。 
第百七条第二項中「場合」を「場合（同条第三項の規定により免許が与えられる場合を含む。 

次条第二項において同じ。）」に改め、同条第四項中「第百三条の二第四項若しくは第五項」
を「第百三条の二第五項若しくは第六項」に改め、同項を同条第五項とし、同条第三項中「免
許を受けた」を「免許証を有する」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項の次に次の一
項を加える。 



  

３ 第九十五条の二第五項及び第六項の規定は、前項の規定による免許証の交付について準用
する。第百七条に次の一項を加える。 

６ 第三項において準用する第九十五条の二第六項の申出の手続について必要な事項は、内閣
府令で定める。 
第百七条の付記中「第三項」を「第四項」に改め、同条を第百六条の三とし、第六章第六節
中同条の次に次の四条を加える。 



 

 

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 
改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日] 
 

（運転経歴証明書の交付等の申請の手続） 
第三十条の八 運転経歴証明書（法第百五条の二第一項に規定するものをいう。以下同じ。）

の交付若しくは運転経歴情報（同条第三項に規定するものをいう。以下同じ。）の記録又は
その双方の申請は、都道府県公安委員会規則で定める運転経歴証明書交付等申請書を提出し
て行うものとする。 

２ 前項の運転経歴証明書交付等申請書には、都道府県公安委員会規則で定める場合を除き、
申請用写真を添付しなければならない。 

３ 第一項の申請をしようとする者は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める書類を提示
しなければならない。ただし、第一号に規定する者が、前条第一項の規定による免許の取消
しの申請と日を同じくして第一項の申請をしようとする場合にあつては、同号に定める書類
を提示することを要しない。 

 一 運転経歴証明書及び運転経歴情報記録個人番号カードを有しない者であつて運転経歴証
明書の交付の申請のみを行う者 住民票の写しその他の住所、氏名及び生年月日を確かめる
に足りる書類 

 二 運転経歴情報記録個人番号カードを有する者であつて運転経歴証明書の交付の申請をす
る者 運転経歴情報記録個人番号カード 
三 運転経歴情報の記録の申請をする者 個人番号カード 



 

 

道路交通法施行令 
発令    ：昭和35年10月11日政令第270号 
最終改正：令和6年11月1日号外政令第335号 
改正内容：令和6年11月1日号外政令第335号[令和6年11月1日] 
 

（運転経歴証明書の交付等） 
第三十九条の二の五 法第百五条の二第一項の政令で定める者は、法第百五条の規定により免

許が失効した日の前日において次の各号のいずれかに該当する者とする。 
一 法第九十条第五項、法第百三条第一項若しくは第四項（法第百四条の二の三第五項にお

いて準用する場合を含む。）若しくは法第百四条の二の三第三項の規定による免許の取消
しの基準又は法第九十条第六項若しくは法第百三条第二項の規定による免許の取消しの
要件に該当している者 

二 法第九十条第五項、法第百三条第一項若しくは第四項（法第百四条の二の三第五項にお
いて準用する場合を含む。）若しくは法第百四条の二の三第一項若しくは第三項の規定に
より免許の効力が停止され、又はこれらの規定による免許の効力の停止の基準に該当して
いる者 

三 法第百五条の規定により効力を失つた免許の全てについて、基準該当初心運転者に該当
している者、基準該当若年運転者に該当している者（特例取得免許である中型自動車免許
については、基準該当若年運転者に該当することとなつた時点において二十歳に達してい
る者を除く。）又は法第百四条の二の四第二項の規定による特例取得免許の取消しの基準
に該当している者 

 
第三十九条の二の六 法第百五条の二第二項の規定による運転経歴証明書の交付は、同条第

一項の規定による申請をした日前五年以内に法第百四条の四第二項の規定により免許を
取り消され、又は法第百五条の規定により免許が失効した者であつて、現に受けている免
許がないものに対して行うものとする。 

２ 前項の規定は、法第百五条の二第四項の規定による運転経歴情報の記録について準用す
る。この場合において、前項中「同条第一項」とあるのは、「同条第三項」と読み替える
ものとする。 

 



  

道路交通法 
発令    ：昭和35年6月25日法律第105号 
最終改正：令和6年6月21日号外法律第59号 
改正内容：令和6年6月21日号外法律第59号[令和6年6月21日] 
 

（申請による取消し） 
第百四条の四 免許を受けた者は、その者の住所地を管轄する公安委員会に免許の取消しを申

請することができる。この場合において、その者は、第八十九条第一項及び第九十条の二第
一項の規定にかかわらず、併せて、当該免許が取り消された場合には他の種類の免許（取消
しに係る免許の種類ごとに政令で定める種類のものに限る。）を受けたい旨の申出をするこ
とができる。 

２ 前項の規定による申請を受けた公安委員会は、政令で定めるところにより、当該申請に係
る免許を取り消すものとする。 

３ 前項の規定により免許を取り消した公安委員会は、第一項の申出をした者から第百六条の
三第一項第一号の規定による当該免許に係る免許証の返納を受け、又は第一項の申出をした
者に係る第百六条の四第一項第一号の規定による免許情報記録の抹消を行つたとき（第一項
の申出をした者が免許証（仮免許に係るものを除く。次条において同じ。）及び免許情報記
録個人番号カードを有する者である場合にあつては、当該免許証の返納を受け、かつ、当該
免許情報記録の抹消を行つたとき）は、その者に対し、当該申出に係る免許を与えることが
できる。 

４ 前項の規定により与えられる免許は、第二項の規定により取り消された免許を受けた日に
受けたものとみなす。 

５ 前各項に定めるもののほか、第二項の規定による免許の取消しについて必要な事項は、内
閣府令で定める。 

 
（免許の失効） 

第百五条 免許は、免許を受けた者が免許証の更新を受けなかつたときは、その効力を失う。 
２ 前条第五項から第七項までの規定は、免許証の更新を受けなかつた者について準用する。

この場合において、同条第五項中「第三項の規定により免許を受けた者」とあるのは「当該
免許証の有効期間が満了する日において第九十条第五項の規定による免許の取消しの基準
に該当する者その他の政令で定める者」と、「当該取消しを受けた日」とあるのは「当該免
許証に係る免許が失効した日」と、「次項」とあるのは「以下この条」と、同条第七項中「前
各項」とあるのは「前二項」と、「第二項の規定による免許の取消し」とあるのは「運転経
歴証明書」と読み替えるものとする。 

 
（運転経歴証明書及び運転経歴情報の記録） 



  

第百五条の二 第百四条の四第二項の規定により免許を取り消された者（同条第三項の規定に
より免許を受けた者を除く。）及び前条の規定により免許が失効した者（当該免許が失効し
た日の前日において第九十条第五項の規定による免許の取消しの基準に該当する者その他
の政令で定める者を除く。）は、その者の住所地を管轄する公安委員会に対し、運転経歴証
明書（当該取消しを受けた日又は当該免許が失効した日前五年間の自動車等の運転に関する
経歴について、第九十五条の六第一項の表の上欄に規定する優良運転者、一般運転者又は違
反運転者等の区分に準じた区分（第三項において「運転経歴区分」という。）により表示す
る書面をいう。以下この条及び次条において同じ。）の交付を申請することができる。 

２ 前項の規定による申請を受けた公安委員会は、政令で定めるところにより、運転経歴証明
書を交付するものとする。この場合において、運転経歴証明書は、免許証と紛らわしい外観
を有するものであつてはならない。 

３ 第一項に規定する者は、その者の住所地を管轄する公安委員会に対し、運転経歴情報（第
百四条の四第二項の規定による免許の取消しを受けた日又は免許が前条の規定により効力
を失つた日前五年間の自動車等の運転に関する経歴について、運転経歴区分により示した情
報をいう。以下この条及び次条において同じ。）をその者の個人番号カードの区分部分に記
録することを申請することができる。 

４ 前項の規定による申請を受けた公安委員会は、政令で定めるところにより、運転経歴情報
をその者の個人番号カードの区分部分に電磁的方法により記録するものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか、運転経歴証明書及び運転経歴情報の記録について必要な事項
は、内閣府令で定める。 
第百六条中「第九十四条第一項」の下に「（第九十五条の五第二項の規定により読み替えて 

適用する場合を含む。）」を加え、「同条第二項」を「第九十四条第二項」に改め、「再交付
をし」の下に「、第九十五条の二第三項の規定により特定免許情報の記録をし、同条第四項の
規定による免許証の返納を受け、同条第十項の規定により免許情報記録の抹消をし、同条第十
一項の規定により免許証の交付をし」を加え、「免許証の更新」を「免許証等の更新」に改め、
「第百四条の四第六項（」及び「において準用する場合を含む。）」を削り、「交付し」の下
に「、同条第四項の規定により運転経歴情報の記録をし」を加える。 

第百七条第一項中「免許を受けた」を「免許証を有する」に、「すみやかに」を「速やかに」 
に改め、同項に次の一号を加える。 

四 免許証の有効期間が満了したとき（第二号に該当する場合を除く。）。 
第百七条第二項中「場合」を「場合（同条第三項の規定により免許が与えられる場合を含む。 

次条第二項において同じ。）」に改め、同条第四項中「第百三条の二第四項若しくは第五項」
を「第百三条の二第五項若しくは第六項」に改め、同項を同条第五項とし、同条第三項中「免
許を受けた」を「免許証を有する」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項の次に次の一
項を加える。 



  

３ 第九十五条の二第五項及び第六項の規定は、前項の規定による免許証の交付について準用
する。第百七条に次の一項を加える。 

６ 第三項において準用する第九十五条の二第六項の申出の手続について必要な事項は、内閣
府令で定める。 
第百七条の付記中「第三項」を「第四項」に改め、同条を第百六条の三とし、第六章第六節
中同条の次に次の四条を加える。 



 

 

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 
改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日] 
 

（運転経歴証明書の交付等の申請の手続） 
第三十条の八 運転経歴証明書（法第百五条の二第一項に規定するものをいう。以下同じ。）

の交付若しくは運転経歴情報（同条第三項に規定するものをいう。以下同じ。）の記録又は
その双方の申請は、都道府県公安委員会規則で定める運転経歴証明書交付等申請書を提出し
て行うものとする。 

２ 前項の運転経歴証明書交付等申請書には、都道府県公安委員会規則で定める場合を除き、
申請用写真を添付しなければならない。 

３ 第一項の申請をしようとする者は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める書類を提示
しなければならない。ただし、第一号に規定する者が、前条第一項の規定による免許の取消
しの申請と日を同じくして第一項の申請をしようとする場合にあつては、同号に定める書類
を提示することを要しない。 

 一 運転経歴証明書及び運転経歴情報記録個人番号カードを有しない者であつて運転経歴証
明書の交付の申請のみを行う者 住民票の写しその他の住所、氏名及び生年月日を確かめる
に足りる書類 

 二 運転経歴情報記録個人番号カードを有する者であつて運転経歴証明書の交付の申請をす
る者 運転経歴情報記録個人番号カード 
三 運転経歴情報の記録の申請をする者 個人番号カード 
 

（運転経歴情報の記録等） 
第三十条の十四 法第百五条の二第三項の規定による申請を受けた公安委員会は、第二十一条 
 の四第二項各号に掲げるいずれかの事情がある場合を除き、法第百五条の二第三項に規定す

る運転経歴情報をその者の個人番号カードの区分部分に電磁的方法により記録するものと
する。 

２ 法第百五条の二第四項の規定による記録は、前条各号に掲げる事項を個人番号カードに組
み込まれた半導体集積回路に記録して行うものとする。 



 

 

道路交通法施行令 
発令    ：昭和35年10月11日政令第270号 
最終改正：令和6年11月1日号外政令第335号 
改正内容：令和6年11月1日号外政令第335号[令和6年11月1日] 
 

（運転経歴証明書の交付等） 
第三十九条の二の五 法第百五条の二第一項の政令で定める者は、法第百五条の規定により免

許が失効した日の前日において次の各号のいずれかに該当する者とする。 
一 法第九十条第五項、法第百三条第一項若しくは第四項（法第百四条の二の三第五項にお

いて準用する場合を含む。）若しくは法第百四条の二の三第三項の規定による免許の取消
しの基準又は法第九十条第六項若しくは法第百三条第二項の規定による免許の取消しの
要件に該当している者 

二 法第九十条第五項、法第百三条第一項若しくは第四項（法第百四条の二の三第五項にお
いて準用する場合を含む。）若しくは法第百四条の二の三第一項若しくは第三項の規定に
より免許の効力が停止され、又はこれらの規定による免許の効力の停止の基準に該当して
いる者 

三 法第百五条の規定により効力を失つた免許の全てについて、基準該当初心運転者に該当
している者、基準該当若年運転者に該当している者（特例取得免許である中型自動車免許
については、基準該当若年運転者に該当することとなつた時点において二十歳に達してい
る者を除く。）又は法第百四条の二の四第二項の規定による特例取得免許の取消しの基準
に該当している者 

 
第三十九条の二の六 法第百五条の二第二項の規定による運転経歴証明書の交付は、同条第

一項の規定による申請をした日前五年以内に法第百四条の四第二項の規定により免許を
取り消され、又は法第百五条の規定により免許が失効した者であつて、現に受けている免
許がないものに対して行うものとする。 

２ 前項の規定は、法第百五条の二第四項の規定による運転経歴情報の記録について準用す
る。この場合において、前項中「同条第一項」とあるのは、「同条第三項」と読み替える
ものとする。 

 



 

 

道路交通法施行規則 
発令    ：昭和35年12月3日総理府令第60号 
最終改正：令和6年11月13日号外内閣府令第98号 
改正内容：令和6年11月13日号外内閣府令第98号[令和6年11月13日] 
 

（運転経歴証明書の再交付の申請） 
第三十条の十一 運転経歴証明書の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、

その者の住所地を管轄する公安委員会に都道府県公安委員会規則で定める運転経歴証明書
再交付申請書を提出して運転経歴証明書の再交付を申請することができる。 
一 運転経歴証明書を亡失し、滅失し、汚損し、又は破損したとき。 
二 前条第一項の規定による届出をしたとき。 
三 運転経歴証明書の備考欄に前条第一項に規定する変更に係る事項の記載を受けている

とき。 
四 運転経歴証明書に表示されている写真を変更しようとするとき。 
五 前各号に掲げるもののほか、公安委員会が相当と認めるとき。 

２ 前項の申請をしようとする者は、次に掲げる書類及び写真（都道府県公安委員会規則で定
める場合にあつては、第一号に掲げる書類）を同項の運転経歴証明書再交付申請書に添付し
なければならない。 
一 当該申請に係る運転経歴証明書（当該運転経歴証明書を亡失し、又は滅失した場合にあ

つては、その事実を証するに足りる書類） 
二 申請用写真 


